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　日頃からのとりくみに心より敬意を表します。
　さて、2024年には日本原水爆被爆者団体協議会がノーベル平和賞を受賞するとともに、2021年
の核兵器禁止条約の発効以降、今年３月にはニューヨークで核兵器禁止条約の第３回締約国会議
が開催されるなど、核兵器廃絶にむけた議論が続いています。一方、2025年に日本が被爆80年を
迎える中、日本政府は核兵器禁止条約の批准はおろか、締約国会議へのオブザーバー参加する姿
勢を見せていません。
　こうした中、原水禁は標記声明を発出しましたので、お知らせします。
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